
書式第 12号 (法第28条関係)

事 業 報 告 用

2023年 度 事 業 報 告 書

生立上宣型量勤羞△__」∠ビ全と二五い

1 事業の成果

この法人の目的 (視覚障害者の自立と社会参加の実現)を図る為、障害者総合支援法に基づく障害福祉

サービス事業 (同行援護)に傾注 した。また、本年度は利用者・ガイ ドヘルパー向けにコロナウィルス感

染拡大防止対策を行い、安心安全のサービス提供を図るとともに、広く虐待防止の意識を醸成 した。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【85,003】 千円)

(2)その他の事業 (事業費の総費用 【 】千円)

定款に
され
事業

記載
た
カ

`

事業内容 日時 場 所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千 円)

障害者総合支
援法

障害福祉サービス事業 (同

冥信
護 と地域生活支援事 通年

練馬区お

よび東京

他地域

68人

不特定多

数の視党

障害者

110人 84,603

視党障害者 の
自立 と支援 に
関す る地域住
民への普及啓
発事業

ガイ ドヘルパー総会

6月 15日

(木 )

18 : 30～

21 : 30

ガイ ドヘ

ルプあい

事業所

5人
ガイ ドヘ

ル パ ー
70人 255

視党障害者 の
自立 と支援 に
関す る地域住
民への普及啓
発事業

ガイ ドヘルパーマナー研
修

4月 10日

か ら

5月 12日

ガイ ドヘ

ルプあい

事業所

5人
ガイ ドヘ

ル ノく―
70人 19

視党障害者 の
自立 と支援 に
関す る地域住
民への普及啓
発事業

障害者虐待防止法の理解

11月 27

日 (月 )

12月 31

日 (日 )

ガイ ドヘ

ルプあい

事業所

5人
ガイ ドヘ

ル ノく―

70人 65

視覚障碍者の
自立 と支援 に
関す る地域住
民への普及啓
発事業

ガイ ドヘルパー実践研修
3月 14日

(木 )

ガイ ドヘ

ルプあい

事業所

5人
ガイ ドヘ

ル パ ー
70人 60

定款に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

事業費
(千 円)



書式第 13号 (法第 28条関係 )

2023年 度

事 業 報 告 用

活動計算書 (その他事業が生登場合)

特定非営利活動法人 ガイドヘルプあい

201,000正 員受取会費
賛助会員受取会費

練馬区施設等運営支援臨時給付金 15,000

101,488,750障害福祉サービス事業収益

4

31

5

l

1

受取利息
入

180

389

経 常 費 用

`彙
費 .

業務委託費
会議費
支払手数料

84,603,822
255,564
65,131

.∞3.9

79 450

2

夏雇干
「「 .35,003.1967

;理費
(1丁仄平百

事務局人件費
法定福利費
福利厚生費

8,746,500
879,742
104,943

9,731,185

消耗品費
水道光熱費
通信運搬費
地代家賃
旅費交通費
交際接待費
会議費
租税公課

新聞図書費
支払手数料

保守費
保険料
リース料
広告宣伝費
研修費
その他

2 の

2,160.
0.

0

900

19,254

1,819,358
148,720
470,160
718,247

4,785

626,3571

1,200,0001

394,037
215,6191

628,889
144,841

.`10,1241.512
101.120479

B

A B当 期 経 常 増 減 額
C

D
| 0

DC
577.840■ 引 11当 期 正 味 R 10+②  ・・・③
192.327

19.518.584正 産

法 人

に 期 腱 越 正 味 財 1 )― ( :9.004.097
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|
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書式第 15号 (法第 28条関係 )

2023年 度 貸借対照表

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 ガイ ドヘルプあい

180,000

2

2

3
敷金

(1 形

現金預金

貯蔵品

未収入金
前払費用

17,079,154
151,557

16,985,9341

538,0201

車両運搬具
什器備品

ソフ トウェア
借地権

無 形

【A】 資 産 合 計 ①+② L__型里型

2

+

1

192 300

B-1

未払金

未払費用

預り金

長期借入金

退職給付引当金

111,409
14,601,596

125,263

-2 の

正

正

891 1 585

385 513

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】 34.934.665

■目 1■■■

―
■■】■



書式 16 28条 係 )

重要な会計方針

計算書類の作成は、NPO法人会計基準

によっています。
(1)棚 卸資産の評価基準及び評価方法

総平均法による原価法

(2010年 7月 20日  2011年 11月 20日 一部改正 NPO法人会計基準協議会)

(2)固 定資産の減価償却の方法

定率法

(3)引 当金の計上基準
・ 退職給付引当金

退職金給付規定の定めがないため、退職給付引当金の計上はありません。

(4)施設の提供等の物的サー ビスを受けた場合の会計処理

該当ありません。

(5)消費税等の会計処理

税込方式によってお ります。

2.事 業別損益の状況
円 )

2023年 度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 ガイ ドヘルプあい

合計管理部門事業部門計害福祉サー

ヒ・ス事
科 目

1 569

201,000
0

15,000

101,488,750

201,000
0

15,000

101,488,750
0 569

201,000

15,000

101,488,750

101,706 3191 569101 704 750

8,746,500

879,742

104,943

8,746,500

879,742

104,943

9,731 185731 1859

84.603.8221

81,6101

628,889

144,841

626,357

1,200,000
394,037

215,619
255,564

900

19,254

1,884,489

148,720
470,160

4,785
718,247

0

01

2.1601

628,8891

144,841

626,357

1,200,000

394,037
215,619

0

900

19,254

1,819,358
148,720
470,160

4,785
718,247

84,603,822
79,450

255,564

65,131

84,603,822
79,450

255,564

65,131

393,3276 91 397 294003 96785
101,128,47951216,12485,003 96785 003,967

1.受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5.その他収益

経常収益計

Ⅱ 経常費用
(1)人件費

事務局人件費

法定福利費

福利厚生費

人件費計
(2)そ の他経費

業務委託費

研修費

消耗品費

水道光熱費

通信運搬費

地代家賃

旅費交通費

交際接待費

会議費

租税公課

新聞図書費

支払手数料

保守費
保険料
広告宣伝費

リース料
その他
その他経費計

経常費用計

当期経常増減額

I経 収

1習瑠ヨ

口璽璽曰田 ■□ 回 四 |四唖 囲 四 ■■■頭亜四

回口璽曰国

■覇国亜団



内容 金額 算定方法

該当なし

4

3.施 設の提供等の物的サー ビスの受入の内訳

使途等が制約された寄附金等の内訳

使途等が制約 された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通 りです。

当法人の正味財産は   円ですが、その うち   円は、下記のように使途が特定されています。

したがって使途が制約 されていない正味財産は   円です。
(単位 :円 )

5.固 定資産の増減内訳
(単位 :円 )

6.借 入金の増減内訳
円 )

役員及びその近親者 との取引の内容

役員及びその近親者 との取引は以下の通 りです。

(単位 :円

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために

必要な事項

事業費と管理費の接分方法

定款に定める事業はすべて委託によっているため、事業費と管理費は独立 してお り按分する必要はありません。

その他の事業に係る資産の状況

該当ありません。

7

い
０

備 考当期増加額 当期減少額 期末残高内容 期首残高

該当なし

合計

減価償却累計額 期末根伸価額取得 減少 期末取得価額期首取得価額科 目

180,000 180,000180000

180000180000田国∞

有形固定資産

車両運搬具

什器備品

投資その他の資産

敷金

合計 ■■肛Ш回

期末残高当期借入 当期返済期首残高科¬

該当なし

合計

内、近規者及
び支配法人と

の取引

計算書類に

計上された

金額

内、役員及
び近親者 と

の取引___

科 目

(活動計算書)

該当なし

活動計算書計

(貸借対照表)

貸借対照表計



書式第 17号 (法第 28条関係 )

2023年 度 財産目録

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 ガイ ドヘルプあい

ロ田科 金

【A】 責 産 の 部

17,079,154

16,985,934

前払費用

現金預金
手元現金
みずほ銀行練馬富士見台支店 普通預金

ゆうちょ銀行

1      112,923
1   16,277,656

688,575

未収

ξ:智塁塁最質
保険団体連合会 16.524,947

460,987

151,557
538,020

貯蔵品
伝票用紙・封筒等 l5r, 557

538,020

‐

lilil,11::iilli:li::i:il・

・
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~~~~~~

1

パ ソコン
什器備品

車両運搬具
事業用車両

2
ソフ トウェア

オペ レーションシステム

文書編集ソフ ト

180,000
180,000

(3)
・

敷金
事務所分

固

一

・■
~:~¬

FII=正三三

34,934.665①+②【A】 資 産 合 計

|

146q12[卑

長期借入金

|

|

111,409

1

19 300192 300

-1

125,263

未
髪ξ≧

=1晨
:爵≦こ宇異すサぅリエイト

ヒ′、未7][::1曇
1 努1:‖父;じチ:こ:`:る:′:1雰

20,109
91,300

6.660,379
7,284,967

656.250

源泉徹収税・住民税
社会保険料

給料

預 り金
47,313
77,950

15,030,568【B-1】 負 債 合 計 ③+④

19.904,097【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】

:[■日■ロロ■■.1■|― 日網■
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■・.6)

___■_
|



書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

2023年度年間役員名簿 〈前事彙年度において役員であつたことがある全員の氏名及び住所又はE所並

びにこれらの者についての前事業年度における●目の有無を記●した名簿)

特定非営利活動法人  ガ.( l: ^ )v) bL\

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )

ビ各役員について、親族の規定に違反していません。(法第21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかにO

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間

報酬 を受けた期間

(該 当者のみに記入)
氏    名

1 〇・監事
カサマツマチコ

笠松 員智子

5年

61自

4月  1日

3月  31日

5`千

6年

4月  1日

3月  31日

3 0・監事
マツカゼケイイ

チ
541

6年

4月  1日

3月  31日

年  月 日

日年 月
松風 慶一

4 〇・監事 アベ キ ミコ 5年

6年

6月 21日

3月  31日

年  月  日

年  月  日阿部 貴賞子

5 理事・o
カワイケイイ 5年

6年

4月 1日

31日3月

年  月  日

年 月 日川合 意一

6 理事・監事

年  月  日

年  月  日

年 月

月

日

日年

7 理事・監事

年  月 日

日年  月

年

年

月

月

日

日

8 理事 。監事

年

年

月

月

日

日

年  月  日

年  月  日

9 理事・監事

年 月

月

日

日年

年  月  日

年  月  日

10 理事・監事

年 月

月

日

年 日

年

年

月

月

日

日



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係 )

設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人_ガニドヘルニ五い

氏   名

1

新井 隆志

2

西山 矛加子

3

松風 慶―

4

Ⅷ雇
~文

江

5

融原 よし子

6

阿部 貴責子

7

斎藤 朝子

8

大杉
~多

希子

9

倉石 恵美子

10

根岸 利枝

11

笠松 置智子

12




